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1 排出削減事業者の情報 

排出削減事業者 

会社名 株式会社自動車部品会館 

排出削減事業を実施する事業所  

事業所名 自動車部品会館 

住所 〒108-0074 東京都港区高輪 1-16-15 

排出削減事業共同実施者（国内クレジット保有予定者） 

排出削減事業 

共同実施者名 
前田建設工業株式会社 

 

2 排出削減事業概要 

2.1 排出削減事業の名称 

株式会社自動車部品会館空調･照明設備の更新事業 

 

2.2 排出削減事業の目的 

株式会社自動車部品会館における空調設備と照明設備の更新という方法によって、施設の系統

電力の削減を図るものである。 

 

2.3 温室効果ガス排出量の削減方法 

既設の水冷式パッケージエアコン(暖房の熱源は油焚ボイラー)をより効率の高い空冷パッケー

ジエアコンに更新すること、及び、既設の標準型蛍光灯や白熱電灯を高効率のインバーター式

蛍光灯や LED 照明に更新することによって電力消費量を削減し、温室効果ガス排出量を削減す

る。 
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(1)空調設備の更新 

（排出削減事業実施前の設備概要） 

 水冷式パッケージエアコン(暖房の熱源は油焚ボイラー) 

 

（排出削減事業実施後の設備概要） 

 高効率空冷式パッケージエアコン 

 

空調機の更新

 

 

(2)照明設備の更新 

（排出削減事業実施前の設備概要） 

 標準型蛍光灯と白熱電灯 

 

（排出削減事業実施後の設備概要） 

 インバーター式蛍光灯と LED 照明 

現 状 更新後更新後

蛍光灯・電球による照明 高効率照明器具
(Hf蛍光灯、LED)
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3 排出削減量の計画 

年 
ベースライン排出量

(tCO2/年) 

事業実施後排出量

(tCO2/年) 
排出削減量(tCO2/年)

2008 年度 － － － 

2009 年度 － － － 

2010 年度 － － － 

2011 年度 37.8 18.1 19 

2012 年度 70.6 34.4 35 

合計 108.4 52.5 54 

※ 期間が 1 年に満たない場合および期間途中で電力の炭素排出係数が異なる場合は日割り計算

により求めた。 

 

(参考：全電源排出係数による排出削減量) 

年 
ベースライン排出量

(tCO2/年) 

事業実施後排出量

(tCO2/年) 
排出削減量(tCO2/年)

2008 年度 － － － 

2009 年度 － － － 

2010 年度 － － － 

2011 年度 26.8 13.2 13 

2012 年度 48.7 23.9 24 

合計 75.5 37.1 37 

※ 期間が 1 年に満たない場合は日割り計算により求めた。 

 

4 国内クレジット認証期間 

 

事業開始日 2011 年 10 月 1 日 

終了予定日 2013 年 3 月 31 日 

 

 

5 活動量・原単位 

 

5.1 活動量・原単位 

 

対象 活動量 原単位 

事業実施前のランプ定格 （方法論 006） 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ電力使用量 
照明設備稼働時間 

 

事業実施後のランプ定格 （方法論 006） 

事業実施後電力使用量 
照明設備稼働時間 
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5.2 活動量の採用根拠 

 方法論 006 では、活動量について排出削減方法論において次のように指定されているため、それ

に従って照明設備稼働時間を採用した。 

「事業実施前及び実施後の活動量には、照明設備のエネルギー使用量に最も影響を与える活動量と

して照明設備稼働時間を採用する。照明設備稼働時間とは、照明設備を使用している時間帯のこと

であり、全点灯時間のほかに、人感・昼光センサー、タイマー制御、個別スイッチによる間欠的な

消灯時間や調光点灯時間を合わせた合計時間を指す。 

照明設備稼働時間＝全点灯時間＋調光点灯時間＋間欠消灯時間 」 

6 温室効果ガス排出削減量の算定 

6.1 排出削減事業に適用する排出削減方法論 

方法論番号 方法論名称 

004 空調設備の更新 

006 照明設備の更新 

 

6.2 選択した方法論がこの排出削減事業に適用できる理由 

（方法論 004：空調設備の更新） 

 本事業は、既設の設備より高効率の空調設備に更新するものである。したがって条件 1 を満たす。 

 既存設備は特に故障しているものは無く、空調設備を更新しなかった場合、既存設備を継続的に利

用できる。したがって条件 2 を満たす。 

 床面積に変更が無く、積算電力計により空調設備の消費電力量を把握できる。よって条件 3 を満た

す。 

（方法論 006：照明設備の更新） 

 本事業は、既存の設備よりも省電力の照明設備に更新するものである。したがって条件 1 を満たす。 

 既存設備は特に故障しているものは無く、照明設備を更新しなかった場合、既存設備を継続的に利

用できる。したがって条件 2 を満たす。 

 削減事業実施前及び実施後の活動量（業務時間による）が把握できる。したがって条件 3 を満たす。 

 

6.3 事業の範囲（バウンダリー） 

本事業のバウンダリーは、株式会社自動車部品会館の空調設備と照明設備である。具体的には

次の範囲である。 

・ 更新される空調設備および当該空調設備により空調が行われる範囲(3,4 階展示室のみ)（方法

論 004） 

・ 照明設備（点灯・消灯装置を含む）および当該設備による照明が行われる範囲。（方法論 006） 

 

6.4 ベースライン排出量の算定 

（方法論 004：空調設備の更新） 

 方法論 004 より、ベースラインエネルギー使用量は、以下の式に表される。 
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(冷房時：系統電力使用) 
004

004
004004

BL

PJ
PLBL ELEL




  

(暖房時：燃料使用)  
004

004
004004004

BL

PJ
PJfuelPJfuelBLfuel HVFQ




 ,,,  

   このとき、 

004BLEL  ：ベースライン電力使用量 （kWh/年） 

004PJEL  ：事業実施後の電力使用量 （kWh/年） 

004PJ  ：事業実施後の空調設備のエネルギー消費効率  （％） 

004BL  ：事業実施前の空調設備のエネルギー消費効率  （％） 

004BLfuelQ ,  ：ベースラインエネルギー使用量(GJ/年) 

004PJfuelF ,  ：事業実施後の燃料使用量 (kL/年) 

004PJfuelHV ,  ：事業実施後燃料の単位発熱量 (GJ) 

 

 ただし、事業実施後は暖房時も系統電力を使用するので、 004PJfuelF , は 004PJEL から換算し、 004PJ
は一次エネルギー換算した効率とする。 

 省エネ法により、電力の一次エネルギー換算係数は 9.97MJ/kWh(省エネ法施行規則別表第三)、

A 重油の発熱量は 39.1GJ/kL(省エネ法施行規則別表第一)であることから、系統電力利用時の効率

を COP とすると、 

310
139

1
979 

.
., PJPJfuel ELF  

979 .
3.6

・　COPPJ   

で算出される。 

又、ボイラーの高位発熱量基準の効率は、高位発熱量を低位発熱量に換算する係数が 0.95(経済産

業省総合エネルギー統計の解説)であることから、低位発熱量基準の効率に 0.95 を乗じたものが高

位発熱量基準の効率となる。 

 

年間空調負荷の算定 

 年間空調負荷は、(財)ヒートポンプ･蓄熱センターが提供している TES-FS（空調熱源簡易検討

型プログラム)の原単位に基づく簡易熱負荷算定手法を利用して、熱負荷を算出している。

【TES-FS】は、統計データに基づいて熱負荷を算出する手法を用いたプログラムである。下表に

年間積算空調負荷、年間ピーク空調負荷、全負荷相当運転時間の算出結果を示す。 

表 年間積算空調負荷など算出結果 

年間負荷 ピーク負荷 全負荷相当時間
MJ/年㎡ W/㎡ hour

冷房 267.9 93.0 800.0
暖房 125.6 69.8 500.0  

 

平均 COP の算出 

 空調機の能力と年間空調負荷については、以下の関係がある。 

（冷房時） 
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












j
jCOOL,COOL

i
COOL,COOL

i
COOL,

i
iCOOL,COOL,

COOL

j
jCOOL,

i
COOLiCOOL,COOL,

qTCOP

COP
COP

qTCOP

＝

　とおくと＝

＝

i

i

i

i

W

W

W

W

 

 となる。ここで、WCOOL,i：空調機 i の冷房消費電力(kW)、COPCOOL,i：空調機 i のエネルギー消

費効率、TCOOL：冷房時全負荷相当時間(時)、qCOOL,j：j 月の冷房負荷(MJ/月) 

（暖房時） 

  














j
jHOT,HOT

i
HOT,HOT

i
HOT,

i
iHOT,HOT,

HOT

j
jHOT,

i
HOTiHOT,HOT,

qTCOP

COP
COP

qTCOP

＝

　とおくと＝

＝

i

i

i

i

W

W

W

W

 

 となる。ここで、WHOT,i：空調機 i の冷房消費電力(kW)、COPHOT,i：空調機 i のエネルギー消費

効率、THOT：冷房時全負荷相当時間(時)、qHOT,j：j 月の冷房負荷(MJ/月) 

 

更新前設備の COP 算出 

 更新前設備は、水冷式パッケージエアコン(冬季の熱源は油焚ボイラー)であり、空冷式と比べて

冷却水ポンプ、クーリングタワー、冷温水ポンプ、オイルギアポンプなど機器による電力消費が

ある。これらの機器の電力消費量を加味したシステム COP を算出する。 

表 更新前空調機の平均 COP 算出結果 

(水冷式パッケージエアコン)
型番 台数 冷房能力

(kW)
暖房能力
(kW)

冷房時消
費電力
(kW)

暖房時消
費電力
(kW)

冷房時
COP

暖房時
COＰ

PW-J1000DC 2 90 － 28 － 3.21 -

(ボイラ)
型番 台数 冷房能力

(kW)
暖房能力
(kW)

冷房時効
率

暖房時効
率

No2100-0(昭和ボイラ) 1 － 200 － 73.2% 低位発熱量基準ボイラー効率(77%)×0.95

※換算係数は、経済産業省総合エネルギー

　 の解説から

補機 台数 消費電力
(kW)

冷房時使
用

暖房時使
用

冷却水ポンプ 1 15 ○ ×
クーリングタワー 1 3.7 ○ ×
冷温水ポンプ 1 7.5 ○ ○
オイルギアポンプ 1 0.75 × ○

(水冷パッケージエアコン＋補機）
型番 台数 冷房能力

(kW)
暖房能力
(kW)

冷房時消
費電力
(kW)

暖房時消
費電力
(kW)

冷房時
COP

暖房時
COＰ

平均
COP(冷
房時)

平均
COP(暖
房時)

PW-J1000DC 2 90 － 54.2 － 1.66 2.03 1.66 2.03  
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更新後設備の COP 算出 

 更新後設備の平均 COP 算出結果を示す。 

表 更新後空調機の平均 COP 算出結果 

型番 台数 冷房能力
(kW)

暖房能力
(kW)

冷房時
COP

暖房時
COP

一次エネ
ルギー換
算暖房効
率(%)

平均
COP(冷
房時)

平均
COP(暖
房時)

平均一次
エネル
ギー換算
暖房効率
（%)

PFHV-P560CM-E 2 50 56 2.9 3.58 129.3
PFHV-P450CM-E 2 40 45 2.89 3.86 139.4

2.90 3.70 133.8
 

 

事業実施後の電力使用量推定 

 年間空調負荷と平均 COP を用いて、事業実施後の電力使用量は下表のように算定される。 

表 事業実施後の年間電力使用量 

床面積(3、4 階) 1000.8（m2）

年間冷房負荷 268,114.3（MJ/年）

年間暖房負荷 125,700.5（MJ/年）

COP（冷房時） 2.9 

COP（暖房時） 3.7 

冷房年間消費電力量 25,681.4（kWh/年）

暖房年間消費電力量 9,437.0（kWh/年）

年間消費電力量 1.3（kWh/年）

 

 

ベースライン排出量の算出 

＜冷房時＞ 

004PJEL  ＝ 25,681.4kWh/年 

004PJ  ＝ 2.9 

004BL  ＝ 1.66 

004BLEL  ＝ 25,681.4kWh/年×（2.9÷1.66）＝44,865.1kWh/年 

 

＜暖房時＞ 

004PJEL  ＝ 9,437.0kWh/年 

004PJfuelF ,  ＝ 9,437.0kWh/年×9.97÷39.1×10-3＝2.4ｋL/年 

004PJ  ＝ 3.7×3.6÷9.97＝1.34 

004BL  ＝ 0.732 

BLfuelQ ,  ＝ 2.4kL×39.1GJ/kL×1.34÷0.732＝172.2GJ/年 

 

よって 

004BLEL  = 44,865.1kWh/年 

 BLfuelQ ,  ＝172.2GJ/年 
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さらにベースライン排出量は、以下の式に表される。 

 
12

44
004004004  tyelectricitBLtfuelBLfuelBL CFELCFQEM ,,,  

 

   このとき、 

004BLEM  ：ベースライン排出量（t-CO2/年） 

004BLEL  ：ベースライン電力使用量（kWh/年） 

004BLQ  ：ベースライン燃料使用量（GJ/年） 

tyelectricitCF , ：電力の炭素排出係数 （t-C/kWh） 

tfuelCF , ：A 重油の炭素排出係数 0.0189 （t-C/GJ） 

 

※排出削減方法論に定められている方式を適用する。 

  )()()(, tftCatfCCF motyelectricit  1  

[ 0 ≦ t ＜1 年] 

[ 1 年 ≦ t ＜2.5 年] 

[ 2.5 年 ≦ t ] 

 

CFelectricity,t （t-C/kWh） ：電力の炭素排出係数 

Cmo （t-C/kWh） ：限界電源炭素排出係数 

Ca(t) （t-C/kWh） ：t 年に対応する全電源炭素排出係数 

f(t)（t-C/kWh）    ：移行関数 

 

Cmo  ＝ 0.00015 （t-C/kWh） 

Ca(1) ＝ 0.0000862（t-C/kWh） 

 

本事業において 

 

＜冷房時＞ 

004BLEL  = 44,865.1kWh/年 

＜暖房時＞ 

 BLfuelQ ,  ＝172.2GJ/年 

 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

  00000862001000150  ..yelectricitCF  

 ＝0.00015  

＜冷房時＞ 

004BLEM  = 44,865.1kWh/年× 0.00015 × 
12

44
= 24.7（t-CO2/年） 

＜暖房時＞ 










1

5.0

0

)(

　

tf
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004BLfuelQ ,  = 172.2GJ/年× 0.0189 × 
12

44
=11.9（t-CO2/年） 

よって 

004BLEM  = 24.7（t-CO2/年）+ 11.9（t-CO2/年）=36.6（t-CO2/年） 

 

ii) [ 1 年 ≦ t ＜2.5 年]の場合 

  5000008620501000150 .... yelectricitCF  

＝ 0.000118  

＜冷房時＞ 

004BLEM  = 44,865.1kWh/年× 0.000118 × 
12

44
=19.4（t-CO2/年） 

＜暖房時＞ 

004BLEM  = 172.2GJ/年× 0.0189 × 
12

44
=11.9（t-CO2/年） 

よって 

004BLEM  = 19.4（t-CO2/年）+ 11.9（t-CO2/年）=31.3（t-CO2/年） 

 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

yelectricitCF  = 0.862（t-C/万 kWh）× 10-4  

        = 0.0000862（t-C/kWh） 

＜冷房時＞ 

004BLEM  = 44,865.1kWh/年× 0.0000862 × 
12

44
=14.2（t-CO2/年） 

＜暖房時＞ 

004BLEM  = 172.2GJ/年× 0.0189 × 
12

44
=11.9（t-CO2/年） 

よって 

004BLEM  = 14.2（t-CO2/年）+ 11.9（t-CO2/年）=26.1（t-CO2/年） 

 

（方法論 006：照明設備の更新） 

本事業（方法論 006）のベースラインは照明設備の更新を行わずに、既存の照明設備を利用し続け

た場合の二酸化炭素排出量である。 

 

方法論 006 より、ベースラインエネルギー使用量は、以下の式に表される。 

006006006 PJBLBL TREL   

このとき、 
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006BLEL  ：方法論 006 のベースライン電力使用量 （kWh/年） 

006BLR  ：事業実施前の電力使用量の原単位（kW） 

006PJT  ：方法論 006 事業実施後の活動量（h/年）  

 

活動量の設定 

 活動量（照明設備稼働時間）については、年間営業日×職員勤務時間によって求める。なお、職

員勤務時間については、職員の就業規則の勤務時間から、それに基づいて算出する。本施設では、

営業時間が 9 時～17 時で、土日祝日は休みとなっているため、年間 1984 時間(248 日/年)となる。

事務所部などにはこの数値を採用する。また、駐車場は夜間点灯となり、間引き照明により照明器

具を半減しているため、1488 時間(248 日×12 時間×0.5)とする。なお、非常口・通路誘導灯など

法令により常時点灯が義務付けられている照明設備については、年間を通して常時点灯しているも

のと考え、年間点灯時間は 8,760 時間とする。 

 

ベースライン排出量の算出 

 ベースライン電力使用量は下表のようになる。 
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表 照明設備毎のベースライン電力使用量の算定 

器具名称 消費電力
(W/台)

台数 原単位
RBL006

(kW)

稼働時間
TBL006

(h/年)

事業実施後
電力使用量
ELBL006

(kWh/年)

各階 避難口誘導灯(非常階段) FL-20SW/NL 1灯用 20 7 0.140 8,760 1,226.4

通路誘導灯(3～7階) FLR-40SW/M 40 5 0.200 8,760 1,752.0

外部階段 FLR-40SW/M　1灯用 40 7 0.280 8,760 2,452.8

1F 管理人室他 IL-40W 40 2 0.080 1,984 158.7

FL-20SW/NL 2灯用 40 1 0.040 1,984 79.4

FCL-30W/NL 2灯用 60 1 0.060 1,984 119.0

廊下 ミゼットレフランプ 60 2 0.120 1,984 238.1

駐車場 FLR-40SW/M 1灯用 40 27 1.080 1,488 1,607.0

駐車場管理人室 FL20SW/NL 2灯用 40 1 0.040 1,488 59.5

2F 運転手控室 FLR-40SW/M 2灯用 80 2 0.160 1,984 317.4

FL-10W/NL 1灯用 10 1 0.010 0 0.0
IL-40W 40 1 0.040 0 0.0

廊下 ミゼットランプ　100V-40W 40 2 0.080 1,984 158.7

ホール シャンデリア マツヤ110V-
25W×30

750 1 0.750 1,984 1,488.0

ホワイトボール　100V-
60W

60 11 0.660 1,984 1,309.4

駐車場 FLR-40SW/M 1灯用 40 30 1.200 1,488 1,785.6

3F 男女便所・便所廊下 FL20SW/NL 2灯用 40 3 0.120 1,984 238.1

FL10-W/NL 1灯用 10 3 0.030 1,984 59.5

パッケージ室 IL-60W 60 2 0.120 0 0.0

廊下 レフランプ　100V-60W 60 4 0.240 1,984 476.2

ショールーム・受付 FLR-40SW/M 6灯用 240 28 6.720 1,984 13,332.5

リフレクターフラット　RF
100V-100W-M

100 51 5.100 1,984 10,118.4

IL-60W 60 6 0.360 1,984 714.2

IL-40W 40 3 0.120 1,984 238.1

FL-20SW/NL　1灯用 20 6 0.120 0 0.0
4F 男女便所・便所廊下 FL-20SW/NL　2灯用 60 3 0.180 1,984 357.1

FL－10W/NL　1灯用 10 3 0.030 1,984 59.5

湯沸し室 FL-20SW/NL　2灯用 40 1 0.040 1,984 79.4

パッケージ室 IL-60W 60 2 0.120 1,984 238.1

廊下 レフランプ　100V-60W 60 4 0.240 1,984 476.2

ショールーム FLR-40SW　6灯用 240 32 7.680 1,984 15,237.1

FL-30W/NL　1灯用 30 68 2.040 1,984 4,047.4

5F 男女便所・便所廊下 FL-20SW/NL　2灯用 40 3 0.120 1,984 238.1

FL-10W/NL　1灯用 10 4 0.040 1,984 79.4

湯沸し室 FL-20W/NL　2灯用 40 1 0.040 1,984 79.4

廊下 レフランプ　100V-60W 60 4 0.240 1,984 476.2

6F 男女便所・便所廊下 FL-20W/NL　2灯用 40 3 0.120 1,984 238.1

FL-10W/NL　1灯用 10 3 0.030 1,984 59.5

湯沸し室 FL-20W/NL　W灯用 40 1 0.040 1,984 79.4

事務室・会議室・役員室 FLR-40SW/M　3灯用 120 36 4.320 1,984 8,570.9

レフランプ　100V-60W 60 17 1.020 1,984 2,023.7

IL-60W 60 2 0.120 1,984 238.1

7F 男女便所･便所廊下 FL-20W/NL　2灯用 40 3 0.120 1,984 238.1

FL-10W/NL　1灯用 10 4 0.040 1,984 79.4

湯沸し室 FL-20SW/NL　2灯用 40 1 0.040 1,984 79.4

廊下 レフランプ　100V-60W 60 4 0.240 1,984 476.2

8F 書庫 FLR-40SW/M　1灯用 40 3 0.120 0.0

IL-60W 60 1 0.060 0.0
廊下 レフランプ　100V-60W 60 2 0.120 1,984 238.1

0 412 35.03 - 71,617.4

ベースライン(更新前)

合計

階 室名
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以上より 

006BLEL  ＝  71,617.4（kWh/年） 

 

さらにベースライン排出量は、以下の式に表される。 

12

44
,006006  tyelectricitBLBL CFELEM  

   このとき、 

006BLEM  ：方法論 006 のベースライン排出量（t-CO2/年） 

006BLEL  ：方法論 006 のベースライン電力使用量（kWh/年） 

tyelectricitCF , ：電力の炭素排出係数 （t-C/kWh） 

※排出削減方法論に定められている移行限界電源係数を適用する。 

  )()()(, tftCatfCCF motyelectricit  1  

[ 0 ≦ t ＜1 年] 

[ 1 年 ≦ t ＜2.5 年] 

[ 2.5 年 ≦ t ] 

 

CFelectricity,t （t-C/kWh） ：電力の炭素排出係数 

Cmo （t-C/kWh） ：限界電源炭素排出係数 

Ca(t) （t-C/kWh） ：t 年に対応する全電源炭素排出係数 

f(t)（t-C/kWh）    ：移行関数 

 

Cmo  ＝ 0.00015 （t-C/kWh） 

Ca  ＝ 0.0000862（t-C/kWh） 

 

本事業（方法論 006）において 

006BLEL  =71,617.4（kWh/年） 

 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

  00000862.00100015.0 yelectricitCF  

 ＝0.00015  

006BLEM  =71,617.4（kWh/年）× 0.00015 × 
12

44
 

=39.4（t-CO2/年） 

 

ii) [ 1 年 ≦ t ＜2.5 年]の場合 

  5.00000862.05.0100015.0 yelectricitCF  










1

5.0

0

)(

　

tf
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＝ 0.000118  

006BLEM  = 71,617.4（kWh/年）× 0.000118 × 
12

44
 

＝31（t-CO2/年） 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

yelectricitCF  = 0.862（t-C/万 kWh）× 10-4  

        = 0.0000862（t-C/kWh） 

 

ABLEM 006  = 71,617.4（kWh/年）× 0.0000862 × 
12

44
  

= 22.6（t-CO2/年） 

 

以上 2 つの方法論によるベースライン排出量の合計は、以下の式に表される。 

006004 BLBLBL EMEMEM   

このとき、 

BLEM  ：2 つの方法論によるベースライン排出量の合計 （t-CO2/年） 

004BLEM  ：方法論 004 のベースライン排出量 （t-CO2/年） 

006BLEM  ：方法論 006 のベースライン排出量 （t-CO2/年） 

 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

BLEM = 36.6（t-CO2/年）＋ 39.4（t-CO2/年）=76（t-CO2/年） 

 

i) [ 1 ≦ t ＜2.5 年]の場合 

BLEM = 31.3（t-CO2/年）＋ 31（t-CO2/年）=62.3（t-CO2/年） 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

BLEM = 26.1（t-CO2/年）＋ 22.6（t-CO2/年）= 48.7（t-CO2/年） 

 

6.5 リーケージ排出量の算定 

(方法論 004 空調設備の更新) 

本事業によるリーケージ排出量については、方法論 004 が規定するような温室効果ガス排出量

及び申請者が主張する排出削減量の 5％を超える顕著かつ計測可能なバウンダリー外での温室

効果ガス排出は特定されない。 

(方法論 006 空調設備の更新) 

本事業によるリーケージ排出量については、方法論 006 が規定するような温室効果ガス排出量
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及び申請者が主張する排出削減量の 5％を超える顕著かつ計測可能なバウンダリー外での温室

効果ガス排出は特定されない。 

 

6.6 事業実施後排出量の算定 

(方法論 004 空調設備の更新) 

方法論 004 より、事業実施後排出量は、以下の式に表される。 

12

44
,004004  tyelectricitPJPJ CFELEM  

このとき、 

004PJEM  ：事業実施後排出量  （t-CO2/年） 

004PJEL  ：事業実施後電力使用量 （kWh/年） 

tyelectricitCF , ：電力の炭素排出係数 （t-C/kWh） 

※排出削減方法論に定められている方式を適用する。 

  )()()(1 tftCatfCCF moyelectricit   

[ 0 ≦ t ＜1 年] 

[ 1 年 ≦ t ＜2.5 年] 

[ 2.5 年 ≦ t ] 

 

CFelectricity （t-C/kWh） ：電力の炭素排出係数 

Cmo （t-C/kWh） ：限界電源炭素排出係数 

Ca(t) （t-C/kWh） ：t 年に対応する全電源炭素排出係数 

f(t)（t-C/kWh）    ：移行関数 

 

Cmo  ＝ 0.00015 （t-C/kWh） 

Ca  ＝ 0.0000862（t-C/kWh） 

 

＜冷房時＞ 

004PJEL  ＝ 25,681.4kWh/年 

 

＜暖房時＞ 

004PJEL  ＝ 9,437.0kWh/年 

 

よって 

004PJEL  = 25,681.4kWh/年+ 9,437.0kWh/年＝kWh/年 

 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

  00000862001000150  ..yelectricitCF  

 ＝0.00015  

＜冷房時＞ 










1

5.0

0

)(

　

tf
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004PJEM  = 25,681.4kWh/年× 0.00015 × 
12

44
=14.1（t-CO2/年） 

＜暖房時＞ 

004PJEM  = 9,437.0kWh/年× 0.00015 × 
12

44
=6.5（t-CO2/年） 

よって 

004PJEM  = 14.1（t-CO2/年）+ 6.5（t-CO2/年）=20.6（t-CO2/年） 

 

ii) [ 1 年 ≦ t ＜2.5 年]の場合 

  5000008620501000150 .... yelectricitCF  

＝ 0.000118  

＜冷房時＞ 

004PJEM  = 25,681.4kWh/年× 0.000118 × 
12

44
=11.1（t-CO2/年） 

＜暖房時＞ 

004PJEM  = 9,437.0kWh/年× 0.000118 × 
12

44
=6.5（t-CO2/年） 

よって 

004PJEM  = 11.1（t-CO2/年）+ 6.5（t-CO2/年）=17.6（t-CO2/年） 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

yelectricitCF = 0.862（t-C/万 kWh）× 10-4 

        = 0.0000862（t-C/kWh） 

＜冷房時＞ 

004PJEM  = 25,681.4kWh/年× 0.0000862 × 12

44

=8.1（t-CO2/年） 

＜暖房時＞ 

004PJEM  = 9,437.0kWh/年× 0.0000862 × 12

44

=6.5（t-CO2/年） 

よって 

004PJEM  = 14.2（t-CO2/年）+ 11.9（t-CO2/年）=14.6（t-CO2/年） 

 

（方法論 006：照明設備の更新） 

方法論 006 より、事業実施後排出量は、以下の式に表される。 

12

44
,006006  tyelectricitPJPJ CFELEM  

ただし 

006006006 PJPJPJ TREL   
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このとき、 

006PJEM  ：方法論 006 の事業実施後排出量  （t-CO2/年） 

006PJEL  ：方法論 006 の事業実施後電力使用量 （kWh/年） 

006PJR  ：方法論 006 事業実施後の電力使用量の原単位（kW） 

006PJT  ：方法論 006 事業実施後の活動量 （h/年） 

※排出削減方法論に定められている移行限界電源係数を適用する。 

  )()()(1 tftCatfCCF moyelectricit   

[ 0 ≦ t ＜1 年] 

[ 1 年 ≦ t ＜2.5 年] 

[ 2.5 年 ≦ t ] 

 

CFelectricity （t-C/kWh） ：電力の炭素排出係数 

Cmo （t-C/kWh） ：限界電源炭素排出係数 

Ca(t) （t-C/kWh） ：t 年に対応する全電源炭素排出係数 

f(t)（t-C/kWh）    ：移行関数 

 

Cmo  ＝ 0.00015 （t-C/kWh） 

Ca  ＝ 0.0000862（t-C/kWh） 

 

照明設備稼働時間の設定 

 活動量（照明設備稼働時間）については、年間営業日×職員勤務時間によって求める。なお、職

員勤務時間については、職員の就業規則の勤務時間から、それに基づいて算出する。本施設では、

営業時間が 9 時～17 時で、土日祝日は休みとなっているため、年間 1984 時間(248 日/年)となる。

事務所部などにはこの数値を採用する。また、駐車場は夜間点灯となり、間引き照明により照明器

具を半減しているため、1488 時間(248 日×12 時間×0.5)とする。なお、非常口・通路誘導灯など

法令により常時点灯が義務付けられている照明設備については、年間を通して常時点灯しているも

のと考え、年間点灯時間は 8,760 時間とする 

 

事業実施後排出量の算出 

 事業実施後電力使用量は下表のようになる。 










1

5.0

0

)(

　

tf
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器具名称 消費電力
(W/台)

台数 原単位
RＰＪ006

(kW)

稼働時間
TPJ006

(h/年)

事業実施後
電力使用量
ELPJ006

(kWh/年)

各階 避難口誘導灯(非常階段) XBI 避難口誘導片面
BL級　電池内蔵型
LED

2.7 7 0.019 8,760 165.6

通路誘導灯(3～7階) YBH
P

避難口通路誘導灯
両面　BL級　電池内
蔵型　LED

3.6 5 0.018 8,760 157.7

外部階段 A321
M

FHF32W×1　逆富士
器具(非常照明)

38 7 0.266 8,760 2,330.2

1F 管理人室他 A631 FHF63W×1 Wエコ
(初期照度補正)

60 2 0.120 1,984 238.1

LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 1 0.014 1,984 27.4

LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 2 0.015 1,984 29.4

廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

駐車場 B321
b

FHF32×1　両反射
傘付(初期照度補正
型)

38 15 0.570 1,488 848.2

駐車場管理人室 A631 FHF63W×1 Wエコ
(初期照度補正)

60 1 0.060 1,488 89.3

2F 運転手控室 A631 FHF63W×1 Wエコ
(初期照度補正)

60 3 0.180 1,984 357.1

廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

ホール LED4 LED1.8W(電球色
LED1個）

66 4 0.264 1,984 523.8

LED6
W

LED1.9W（電球色
LED1個）

34 4 0.136 1,984 269.8

LED7 LED1.9W（電球色
LED1個）

16 4 0.064 1,984 127.0

駐車場 B321
b

FHF32×1　両反射
傘付(初期照度補正
型)

38 15 0.570 1,488 848.2

3F 男女便所・便所廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 11 0.081 1,984 161.5

パッケージ室 B321
a

FHF32×1片反射傘
付（環境配慮型)

34 2 0.068 0 0.0

廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

ショールーム・受付 LED1 LED1.9W（電球色
LED1個）

65 50 3.250 1,984 6,448.0

LED5 LED2W（電球色
LED1個）

12.7 2 0.025 1,984 50.4

LED7 LED1.9W（電球色
LED1個）

16 3 0.048 1,984 95.2

LED8 LED1.9W（電球色
LED1個）

64 2 0.128 1,984 254.0

4F 男女便所・便所廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 11 0.081 1,984 161.5

湯沸し室 G201 FL20W×1 キッチン
ライト

19 1 0.019 1,984 37.7

LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

パッケージ室 B321
a

FHF32×1片反射傘
付（環境配慮型)

34 2 0.068 1,984 134.9

廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

ショールーム LED1 LED1.9W（電球色
LED1個）

65 42 2.730 1,984 5,416.3

LED5 LED2W（電球色
LED1個）

12.7 2 0.025 1,984 50.4

LED8 LED1.9W（電球色
LED1個）

64 2 0.128 1,984 254.0

A631 FHF63W×1 Wエコ
(初期照度補正)

60 12 0.720 1,984 1,428.5

LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 3 0.041 1,984 82.1

5F 男女便所・便所廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 2 0.015 1,984 29.4

湯沸し室 G201 FL20W×1 キッチン
ライト

19 2 0.038 1,984 75.4

LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

廊下 LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 2 0.015 1,984 29.4

6F 男女便所・便所廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 11 0.081 1,984 161.5

湯沸し室 G201 FL20W×1 キッチン
ライト

19 1 0.019 1,984 37.7

LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

事務室・会議室・役員室 D631 FHF63W×1(初期照
度補正型)

53 36 1.908 1,984 3,785.5

D632 FHF63W×2 Cチャン
回避型(初期照度補
正型)

104 18 1.872 1,984 3,714.0

G201 FL20W×1 キッチン
ライト

19 1 0.019 1,984 37.7

7F 男女便所･便所廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

LED3 LED1.85W(電球色
LED1個）

7.4 11 0.081 1,984 161.5

湯沸し室 G201 FL20W×1 キッチン
ライト

19 1 0.019 1,984 37.7

LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

8F 書庫 B321
a

FHF32×1片反射傘
付（環境配慮型)

34 4 0.136 0 0.0

廊下 LED2 LED1.15W(電球色
LED1個)

13.8 2 0.028 1,984 54.8

334 14.3269 - 29,477.1合計

階 室名 記号 事業実施後(更新後）
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以上より 

006PJEL  ＝29,477.1(kWh/年) 

 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

  00000862.00100015.0 yelectricitCF  

 ＝0.00015  

006PJEL  = 29,477.1（kWh/年）× 0.00015 × 
12

44
 

＝ 16.2（t-CO2/年） 

 

ii) [ 1 年 ≦ t ＜2.5 年]の場合 

  5.00000862.05.0100015.0 yelectricitCF  

＝ 0.000118 

006PJEL  = 29,477.1（kWh/年）× 0.000118 × 
12

44
 

＝ 12.8（t-CO2/年） 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

yelectricitCF = 0.862（t-C/万 kWh）× 10-4 

        = 0.0000862（t-C/kWh） 

006PJEL  = 29,477.1（kW/年）× 0.0000862（t-C/kWh）×  
12

44
 

      = 9.3（t-CO2/年） 

 

以上 2 つの方法論による事業実施後排出量の合計は、以下の式に表される。 

006004 PJPJPJ EMEMEM   

このとき、 

PJEM  ：2 つの方法論による事業実施後排出量の合計 （t-CO2/年） 

004PJEM  ：方法論 004 の事業実施後排出量 （t-CO2/年） 

006PJEM  ：方法論 006 の事業実施後排出量 （t-CO2/年） 

 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

PJEM = 20.6（t-CO2/年）＋ 16.2（t-CO2/年）= 36.8（t-CO2/年） 

 

i) [ 1 ≦ t ＜2.5 年]の場合 
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PJEM = 17.6（t-CO2/年）＋ 12.8（t-CO2/年）= 30.4（t-CO2/年） 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

PJEM = 14.6（t-CO2/年）＋ 9.3（t-CO2/年）= 23.9（t-CO2/年） 

 

6.7 温室効果ガス排出削減量の算定 

2 つの方法論の合計より、排出削減量は、以下の式に表される。 

)( LEEMEMER PJBL   

 このとき、 

 LE = 0 

 

よって、排出削減量は下記の通り算出される。 

i) [ 0 ≦ t ＜1 年]の場合 

BLEM = 76（t-CO2/年） 

PJEM =36.8（t-CO2/年） 

 ER  = 76（t-CO2/年）－（36.8（t-CO2/年）＋0 ） 

       = 39（t-CO2/年） 

 

ii) [ 1 年 ≦ t ＜2.5 年]の場合 

BLEM = 62.3（t-CO2/年） 

PJEM = 30.4（t-CO2/年） 

 ER  = 62.3（t-CO2/年）－（30.4（t-CO2/年）＋0 ） 

       =31（t-CO2/年） 

 

参考：全電源炭素排出係数を用いて計算した結果 

)( LEEMEMER PJBL   

このとき、 

   

BLEM = 48.7（t-CO2/年） 

PJEM = 23.9（t-CO2/年） 

LE = 0 

 

 ER  = 48.7（t-CO2/年）－（ 23.9（t-CO2/年）＋0 ） 

       = 24（t-CO2/年） 
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6.8 追加性に関する情報 

6.8.1 基本的情報 

排出削減事業の実施は、法的な要請に基づくものか？ □はい ■いいえ 

設備更新を行わなかった場合、既存設備は継続して利用できるか？ 
■利用できる 

□利用できない 

（注）ここでいう「法的な要請」とは、法令等の規定に基づき、設備更新等を行った結果、排出量が削

減される場合における、当該法律を指す。 

 

 

 

6.8.3 投資回収に関する情報 

 

投資回収年数 16.3 年 

 

 

6.8.4 その他の障壁に関する情報 

無し 
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7 モニタリング方法の詳細 

7.1 モニタリング対象 

項目 定義 単位 

排出削減量算

定時に使用し

た値 

モニタリング方法 

 

記録

頻度

データ記録方

法  （電子媒

体・紙媒体） 

データ

保管 

期限 

備考 

CFelec

tricity,t 

（全方法論共

通） 

電力の炭素排

出係数 

t-C/k

Wh 

0.00015(Cmo)

0.0000862(Ca

(t))

デフォルト値 

CFelectricity,t = Cmo ･

(1-f (t)) + Ca(t)･f (t) 

ここで、  

t：電力需要変化以降の

時間（事業開始日以降

の経過年） 

Cmo：限界電源炭素排

出係数  

Ca(t)：t 年に対応する

全電源炭素排出係数  

f (t)：移行関数  

0  [0 ≦ t<1 

年]    

f (t) =  0.5 [1 年≦

t<2.5 年]  

       1  [2.5 年≦t]

年 1

回 

紙媒体 5 年  

CFfuel

､PJ 

 (方法論 004) 

A 重油の炭素

排出係数 

t-C/G

J 

0.0189 デフォルト値 年 1

回 

紙媒体 5 年  

ELPJ （方法論 004） 

事業実施後の

電力使用量 

kWh/

年 

25,681.4(冷房

時)

9,437.0(暖房

時)

積算電力計による計

測に基づく 

月 1

回 

紙媒体 5 年  

εPJ （方法論 004） 

事業実施後の

空調設備のエ

ネルギー消費

効率 

％ 2.9(冷房時)

3.7(暖房時)

カタログ値 年 1

回 

紙媒体 5 年  
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εBL （方法論 004） 

事業実施前の

空調設備のエ

ネルギー消費

効率 

％ 1.66 (冷房時)

2.13 (暖房時)

カタログ値と全負荷

相当時間を考慮した

試算（更新前後の

COP 検討資料） 

年 1

回 

紙媒体 5 年  

TPJ006 （方法論 006） 

事業実施後の

活動量 

h/年 1984(事務室な

ど)

8,760(誘導灯)

職員の就業規則の通

常業務時間から算

出。 

年 1

回 

紙媒体 5 年  

RPJ006 （方法論 006） 

事業実施後の

照明設備のエ

ネルギー消費

原単位 

kW 14.33 カタログ値 年 1

回 

紙媒体 5 年  

RBL006 （方法論 006） 

事業実施前の

照明設備のエ

ネルギー消費

原単位 

kW 35.03 カタログ値 年 1

回 

紙媒体 5 年  

 


